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  エネルギー安全保障問題、CO2排出等地球環境問題などを背景として、 「原子力ルネサン
ス」と呼ばれる世界的な原子力発電回帰の動きが近年高まっている1。既に現在、日本では
53 基、韓国では 20 基、中国では 11 基、台湾では 6 基の原子炉が稼働中であり、国内のエ
ネルギー供給に重要な役割を占めている。また、日本、韓国、中国、台湾で新たに計 25 基
が建設中であり、これら 3 カ国にインドネシア、ベトナムを加えた東アジア全体で計 32 基
の導入が計画されている2。安定したエネルギー供給源としての原子力発電への期待から、













  日本国内では、 「原子力政策大綱」 （2005年10月閣議決定） 、 「新国家エネルギー戦略」 （2006
年 5 月経済産業省資源エネルギー庁策定） 、 「原子力立国計画」 （2006 年 8 月総合資源エネ




子力立国計画」 では主要 10 項目の 2 つとして 「我が国原子力産業の国際展開支援」 及び 「原
子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた国際的な枠組み作りへの積極的関与」が挙げられ
                                                  
1  米国ブッシュ政権が、2006 年から新エネルギー政策として、原子力の積極利用に転じた
影響も大である。米国においては、2007 年以降 NRG エナジー社、TVA ドミニオン社、デ
ューク・エナジー社が建設運転一括許認可（COL）を申請するなど、30 年近く途絶えてい
た新規原子力発電所建設計画が再開している。 
2  数字は、2009 年１月１日現在。(社)原子力産業協会の公表資料による。 
3 2008 年 1 月現在。 （社）海外電力調査会資料及びアジア原子力協力フォーラム（FNCA: 






  他方、産業界では国境を越えた原子力産業の提携が進展しており、2006 年 10 月には東
芝が英 BNFL（British Nuclear Fuels）傘下の米 WH（Westinghouse）を買収し、2007
年 6～7 月には日立製作所と米 GE（General Electric）が相互出資会社の GE 日立 Nuclear 
Energy と日立 GE Nuclear Energy を設立し、2007 年 9 月には三菱重工が仏 AREVA と中
型炉の開発販売を目的とした ATMEA を設立している。ロシアは 2007 年 7 月に国営原子
力企業として Atomenergoprom を設立し、国内のみならず海外の原子力発電所建設受注に












  IAEA（International Atomic Energy Agency）4では、IAEA 憲章に基づく「安全基準文
書（IAEA Safety Standards Series） 」を作成し、加盟国における国際的に調和の取れた安
全基準類の導入を支援している。 安全基準委員会 （CSS: Commission on Safety Standards）
の下に、原子力安全基準委員会（NUSSC: Nuclear Safety Standards Committee） 、放射
線安全基準委員会（RASSC: Radiation Safety Standards Committee） 、廃棄物安全基準委
員会（WASSC: Waste Safety Standards Committee） 、輸送安全基準委員会（TRANSSC: 
Transport Safety Standards Committee）が置かれ、専門家会合による起案・作成、加盟
国による検討を経て、CSS がこれらの安全基準文書の審査・承認を行っている。2006 年に




                                                  
4 IAEA は 1957 年に発足。加盟国は 144 カ国である（2007 年 9 月現在） 。 「原子力の平和
的利用」 （原子力発電分野と原子力安全分野を含む）と「軍事転用防止のための保障措置」
が事業内容の 2 本柱である。  9
  CSS とは別に、国際的に重要な原子力安全問題の検討や IAEA 事務局長への勧告を行う
機関として国際原子力安全グループ（INSAG: International Nuclear Safety Group）5が置
かれており、2006 年には、 「国際的安全の枠組み」に関する報告書をとりまとめている。 
  また、IAEA は加盟国の要請に基づき、原子力安全の向上のためのレビュー活動でも重要
な役割を果たしている。総合的規制評価サービス（IRRS: Integrated Regulatory Review 
Service） 、原子力発電所の運転安全調査チーム(OSART: Operational Safety Review Team)、
安全運転パフォーマンスレビュー(PROSPER: Peer Review Operational Safety 
Performance Experience Review)、輸送安全評価サービス(TranSAS: Transport Safety 
Appraisal Service)等の分野で専門家の派遣と改善勧告等を行っている。 
  更に、IAEA では、原子力発電導入のための指針を示す「原子力発電のための基盤整備に
関するマイルストーン」等6の文書を作成し、原子力発電導入に関心を有する諸国の参加を
得て、ワークショップを 2006 年から毎年開催している。 
 





  また、この EBP-Asia プロジェクトの後継として、2002 年に IAEA において開始された
「アジア原子力安全ネットワーク （ANSN: Asian Nuclear Safety Network） 」 8では、 教育・
訓練のパイロットプロジェクト（2003 年）や原子力安全に係る経験・知識のデータベース
化と教育・訓練への活用（2004 年）に取り組んでいる。これらの原子力発電導入に係るマ




                                                  
5  国際原子力安全グループは、 1985 年に設置された国際原子力安全諮問グループ （INSAG: 
International Nuclear Safety Advisory Group）が、2003 年に再編されたもの。 
6  “Milestone in the Development of a National Infrastructure for Nuclear Power,” IAEA 
Nuclear Energy Series, No NG-G-3.1。この他、”Considerations to Launch a Nuclear 
Power Program”等がある。 
7  中国及び韓国で開催された原子力安全性に関するワークショップ（1998 年） 、日本原子力
研究所（現（独）日本原子力研究開発機構）で開催された研究炉の安全評価に関するワー
クショップ（1999 年、2000 年） 、(財)原子力発電技術機構（現（独）原子力安全基盤機構）
で開催された IAEA 原子力安全基準に関するワークショップ等がある。 
8  日本では、 （独）原子力安全基盤機構が ANSN 活動の拠点の役割を果たしている。 
9  この他、 2004 年 11 月には、 エルバラダイ IAEA 事務局長や環太平洋諸国の閣僚級の会合
として「保障措置と核セキュリティに関するアジア太平洋会議」が開催されている。  10
  国際法の視点では、IAEA は「原子力の安全に関する条約（原子力安全条約） 」 （1996 年
10 月 24 日発効）と「使用済燃料管理及び放射性廃棄物管理の安全に関する条約（放射性廃
棄物等安全条約） 」 （2001 年 6 月 18 日発効）の寄託機関となっており、各々の条約に基づ
き国別報告書のレビューを行っている。原子力安全条約については、2008 年に第 4 回のレ
ビュー会合（３年毎に開催）を終え、放射性廃棄物等安全条約については、2009 年に国
別報告書レビューのための第３回検討会合が IAEA 本部で開催されたところである。 こ
のようなピア・レビューの機会を十分活用することも重要である。 
  この他、チェルノブイリ事故を受けて、 「原子力事故の早期通報に関する条約（原子力
事故通報条約） 」 及び 「原子力事故又は放射線緊急事態の場合における援助に関する条約 （原
子力事故援助条約） 」が 1986 年 9 月に IAEA 総会で採択されており、東アジア加盟国のこ
れらの IAEA 関連条約への参加と着実な義務の履行を注視して行く必要がある。 
 
  一方、OECD／NEA（Nuclear Energy Agency）10では常設の技術委員会である原子力施
設安全委員会（CSNI: Committee on Safety Nuclear Installations） 、原子力規制活動委員
会(CNRA: Committee on Nuclear Regulatory Activities)、放射線防護及び公衆衛生委員会
(CRPPH: Committee on Radiation Protection and Public Health)、放射性廃棄物管理委員
会(RWMC: Radioactive Waste Management Committee)等を中心に原子力安全分野の活
動が行われている。また、原子力安全に資する研究には多額の資金が必要とされることか
ら、OECD／NEA を通じて国際研究協力が進められている。また、第 IV 世代型を含む新
たな原子炉の設計に関する審査の効率化を目的として、各国の標準・基準や安全目標の共




  この他、1997 年に設立された「国際原子力規制者会議（INRA: International Nuclear 
Regulators Association） 」11では、東アジア地域からは日本と韓国が参加し、情報交換等を
行っている。INRA も 2008 年 4 月に、新興国を始めとする各国の法規制整備に関する支援
を表明している。 
 
  先進国首脳会議（G8）には、2002 年以降原子力安全セキュリティグループ（NSSG: 
Nuclear Safety and Security Group）が置かれ、G８議長国が当年の NSSG 議長を務めて
いる。東アジアでは日本のみが正式メンバーであるが、2005 年以降中国国家主席が毎年参
                                                  
10 NEA は 1958 年に欧州原子力機関（ENEA：European Nuclear Energy Agency）とし
て発足したが、1972 年に日本の加盟を受け改称された。加盟国はニュージーランド、ポー





  また、 米国ブッシュ大統領の 2006 年 1 月の一般教書演説で表明された新エネルギー政策
に基づき、 2006年2月に米国エネルギー省ボドマン長官が使用済み核燃料の再処理を柱13と
する国際協力体制の構築を目指した 「国際原子力パートナーシップ （GNEP: Global Nuclear 
Energy Partnership） 」構想を発表した。米国の呼びかけで、日・中・仏・露を加えた 5 カ
国を中核として、これまで 2 回の閣僚級会合が開催されている。現在までに、参加国は、
GNEP Partners の 16 ヶ国、Attending Candidate Partner and Observer Countries は韓











が活発化しており、 2004 年度～2006 年度には 「アジアの持続的発展における原子力エネル
ギーの役割」 、2007 年度からは「アジアの原子力発電分野における協力に関する検討」に関
するパネルが実施されている。また、人材養成ワークショップ等も実施しており、特に「ア
ジア原子力教育訓練プログラム（ANTEP: Asian Nuclear Training and Education 
                                                  
12 2008 年の洞爺湖サミットに先立ち、2008 年 5 月には「原子力エネルギー基盤整備に関
する G8 イニシアティブ」や「原子力安全に関するグローバル・ネットワーク」 （GNSN: 
Global Nuclear Safety Network）への言及を含む原子力安全セキュリティ・グループ報告
書が採択されている。 




14  この他、Observers として、IAEA、GIF（Generation IV International Forum:  第 4
世代原子炉開発） 、Euratom が参加している。 
15  近隣アジア諸国との原子力分野の協力を推進するため、原子力委員会が 1990 年 3 月に








ある。2005 年 11 月には原子力安全・保安院及び（独）原子力安全基盤機構の主催により
「日中韓原子力安全地域協力に関するシンポジウム」が開催された。また、2008 年 9 月に
は日中韓 Top Regulators’ Forum も開催されている。 
また、中国との二国間原子力平和利用協定16に基づく取り組み17、原子力立国計画を受け
署名された「インドネシアとの原子力協力文書」 （2007 年 11 月） ・ 「ベトナムとの原子力協







































































































22  ２億３，５００万円は、ウラン２３５に因んだとされる。 



























（６）世界原子力機関（ＩＡＥＡ：International Atomic Energy Agency）の設立と世界銀
行（WB：World Bank）による融資 








24  施行は、 「放射性同意元素等による放射線障害の防止に関する法律」が１９５８年（昭和







































27  経緯については、World Bank（２００３）を参照した。この原子力発電所は、１９７８
年 （昭和５３年） ８月に二次系の蒸気発生器の一つに損傷が発生したため運転が停止され、





























30  濃縮ウラン重水型（いわゆる CP-５型） 。１９６０年（昭和３５年）１０月、臨界。 
31  １９６２年（昭和３７年）９月、国産１号炉ＪＲＲ-３（天然ウラン重水型）臨界。 
32  遮蔽研究用原子炉。 
33  １９６３年（昭和３８年）１０月、動力試験炉ＪＰＤＲ（沸騰水型、GE-Ebasco 製）初











































                                                  































































































































































                                                  
46  詳細は、通商産業政策史第７巻 p．515～517 を参照されたい。 
47  詳細は、通商産業政策史第 10 巻 p.565～569 を参照されたい。 






























                                                  





完する「原子力損害についての補完的補償に関する条約（CSC 条約：Convention on 
Supplementary Compensation for Nuclear Damage） 」が採択され、IAEA もウィーン条約
に関し、損害賠償額の引き上げなどを内容とする「ウィーン条約改正議定書（１９９７ 
Protocol） 」を採択した（２００３年（平成１５年）発効） 。また、IAEA は INLEX
（International Expert Group on Nuclear Liability）を設置し、２００４年（平成１６年）
































れらの保障措置を速やかに国際的中立機関である IAEA に移管すべき趣旨を定めている。 




協定に基づく保障措置の移管について、 IAEA、 日本、 米国間で協議を行い、 １９６３年 （昭
和３８年）９月に移管協定の署名に至った（同年１１月に発効） 。この保障措置の移管につ
いては、日本が他の加盟国に率先して行い、１９６４年（昭和３９年）５月には発電を開
                                                  
52  １９６４年（昭和３９年）１０月、免責条項、無保証条項、査察条項等が新たに挿入さ
れ、１９６７年（昭和４２年）まで延長。 
53  この他の核燃料調達に関し日米間で交渉を行った協定としては、 「JRR-2 使用済燃料再処
理協定」と「研究用特殊核物質包括購入協定」がある。 
54  二国間協定に基づき IAEA に移管された保障措置については、IAEA の文書番号に基づ
き、 「INFCIRC/66 型保障措置」と呼ばれる。  26
始したばかりの動力試験炉 JPDR を含む日本の原子力施設に対する査察が実施された。 

















の不足が指摘され、共同研究等共同事業、及び地域機構（ 「アジアトム」 「パシアトム」 ） 57又




                                                  






































































同年４月に関西電力は美浜原子力発電所１号炉61に米 WH 社の PWR の採用を決定し、 同年


















                                                  























                                                  
62  正式名称は、Treaty Banning Nuclear Weapon Test in the Atmosphere, in outer Space 












































                                                  





































                                                  



























国産化率が９０％に達すると見込まれており、BWR では７５万ｋW 級、PWR では５０万










































































                                                  
76  フランスとの間では、１９６５年（昭和４０年）７月、原子力平和利用に関する書簡交
換を行っている。 




















月にはグループ UEA（Uranium Enrichment Associates）81が設立され、一方、１９７３
年（昭和４８年）６月には遠心分離法による濃縮事業を目指すグループ CENGEX82も設立
                                                  






り“Safety Codes and Guides for Nuclear Power Plants”の作成プログラムに着手し、日








80  このうち日本も、１９８５年度（昭和６０年度）には、年間約８千ｔSWU の濃縮ウラ
ン必要量を見込んでいた。 
81  ベクテル、WH、ユニオン・カーバイトが設立。後に、WH とユニオン・カーバイトは
主として資金的事情から脱退。 





























検討するための研究グループ ACE（Association for Centrifuge Enrichment）を設立し、
約１年の活動の後解散した。 
  日本も１９６０年代から遠心分離法、ガス拡散法の両方式についてウラン濃縮技術開発
                                                  






































































OECD 自由化規約89に則った自由化が OECD や二国間協議の場で強く求められることにな






89  １９６１年に OECD で採択された「資本移動自由化規約（Code of Liberalization of 
Capital Movements） 」 と 「経常的貿易外取引自由化規約 （Code of Liberalization of Current 
Invisible Operations） 」の２つの規約を総称して「OECD 自由化規約（OECD Codes of 

























                                                  
90  資本取引の自由化については、 １９６７年６月及び１９６９年２月に自由化範囲を大き
く拡大する決定がなされ、１９７１年度までを目途に実施することとされた。 
91   OECD 自由化規約３条に定める「公の秩序及び安全保障」を理由とする例外措置を除
く。 















































９７４年（昭和４９年）９月の IAEA 理事会において勧告が策定された。 
98 UO2 から最終製品である燃料集合体への成型、組立加工は、GE 社と提携している合弁
の日本ニュクリア・フュエル （株） （BWR 用） と、 WH 社と提携している三菱原子燃料 （株）
（PWR 用）に加え、直接外資との結びつきを持たない原子燃料工業（株）が、１９７５年






























                                                                                                                                                  
３年）９月に BWR 用燃料工場（東海製造所）の事業許可を得て、１９８０年までに操業を
開始した。また１９８０年（昭和５５年）１月には、住友金属鉱山（株）から分離独立し
た日本核燃料コンバージョン（株）が BWR 用燃料加工に参入した。 





















































  世界的な原子力発電の開発の本格化に対処するため、IAEA においては、１９７５年（昭







  一方、OECD／NEA においては、１９７３年（昭和４８年）に設置された原子力施設安
全性委員会（CSNI：Committee on the Safety of Nuclear Installations）を中心に、原子
力安全分野の技術協力、行政上及び規制上の問題の検討、情報交換106等が行われることと
なった。 
                                                  








フランスにおいても、 １９７５年に炉型選択上の転換があり、 英国型のガス炉から米国 WH













（１０）NPT の発効と日本の批准（１９７６年） 、IAEA 包括的保障措置107の受け入れ 







  このことにより、従来、日本、核燃料等の供給国、IAEA の三者間で協定を締結すること


















                                                  
107 NPT に基づく包括的保障措置は IAEA の文書番号から「INFCIRC/153 型保障措置」と
呼ばれる。 
108  特に、欧州原子力共同体（EURATOM）との平等性の確保が念頭に置かれていた。 












































113  １９７６年（昭和５１年）１０月設立。  46



































大統領が法案に署名し、 ERDA と連邦エネルギー庁の合併 ・ 改組によるエネルギー省 （DOE）
の新設（同年１０月発足）が決定する。 





























118 「合衆国産の特殊核物質の再処理についての日米原子力協定第８条 C 項に基づく共同決
定」 （１９７７年９月１２日） 。 「当初２年間」は INFCE における検討を考慮するための期
間。 「米－欧州共同体原子力協定」には再処理に際し共同決定を要する条項が存在しておら
ず、不平等な扱いとなることを日本側は懸念していた。 （その後の展開については、後述。 ）  
119  この他、１９７８年（昭和５３年）２月に、日・米・仏・IAEA が会合し、日米共同声
明の趣旨を踏まえ、再処理施設に対する保障措置技術を進展させるための共同研究
（TASTEX：Tokai Advanced Safeguards Technology Exercise）を開始した。 






121  日加原子力協定の有効期間は、１９６０年から１０年間であったが、双方の政府から終 48
に開始されたが、協定改訂交渉が合意に至らず122、カナダは対日ウラン輸出停止措置を行
った。１９７８年（昭和５３年）１月に合意に達し、同年８月の署名、１９８０年（昭和



















原子力平和利用先進国間会議（ 「ロンドン協議」 ）でも作業部会が設置され検討された。 





いては、平和的・軍事的の両方について製造を禁止。⑤NPT に基づく IAEA 保障措置協定
による保障措置を適用。 （新旧日加協定の規制内容の詳細については、昭和５６年版原子力
白書「日加原子力協定に係る動き」を参照のこと。 ） 










いわゆる平和的核爆発を明示的に禁止したこと、⑤NPT に基づく IAEA 保障措置協定によ
る保障措置の適用等。 （新日豪原子力協定の詳細については、昭和５７年版原子力白書「日
















約」が作成され、最終総会に提出された。 （INFCE 結論については後述。 ） 












ての予備的分析」 を行い、 「国際核燃料サイクル評価への付託事項を研究する」 こととなり、
６月、７月にパリで会議が開催された。 
127  １９５５年以来、４回にわたって国際連合が開催してきたジュネーブ原子力平和利用会
議を IAEA が継承。 








































炉について」 （１９７９年（昭和５４年）８月１０日決定） 、 「原子炉開発の基本路線におけ
る中間炉について（昭和５４年８月１０日原子力委員会決定の補足説明） 」 （１９７９年（昭
和５４年） １０月１２日） を公表し、 導入が見送られることとなった。 新型転換炉と CANDU
炉は同じ重水型であるが、新型転換炉が軽水炉の使用済燃料中のプルトニウムを主として
活用する炉であるのに対して、CANDU 炉は天然ウランを利用するという核燃料面での違






























































  米国の TMI 事故を受け、同年６月に開催された東京サミットにおいては、原子力の安全











Institute of Nuclear Power Operations） 」が発足した。 

























  前述したように、INFCE は４６ヶ国・５国際機関の専門家により２年４ヶ月にわたる集
中的な検討を経て、２万頁を越える文書を作成した。１９８０年（昭和５５年）２月、ウ
ィーンにおいて最終総会が開催され、 各作業部会報告及びその 「要約と概説」 に当たる TCC
報告書を採択して終了した。 





                                                  
138  米国では、１９７０年代前半には年間２０基以上あった原子力発電所新規受注が殆どな










  また、INFCE 検討後141の諸問題のうち、国際的な制度構築については、国際プルトニウ
ム貯蔵（IPS） 、国際使用済燃料管理（ISFM）及び核燃料の供給保証（ 「供給保証に関する













家会合レベルの検討を終了し、IAEA 理事会の場で引き続き検討が行われることとなった。  
  その後、IAEA 理事会の場で、IPS の取り組み方に関する検討が行われたものの、調整が
つかず、１９８４年（昭和５９年）２月、１９８４年度の IPS 関連の予算凍結の決定がな
された。その後も IAEA 理事会議長を中心に妥協案を模索すべく非公式な協議が続けられ

















142  日本としては、１）IPS については、重要な核不拡散手段の一つと考え、国際協調を図



































発国際協力プロジェクト（Hexapartite Safeguards Project） 」が１９８０年（昭和５５年）
１１月に発足した。１９８３年（昭和５８年）２月、検討結果について関係者間の合意に
達し、同年６月の IAEA 理事会に報告された。日本については、国内の対象施設である動
                                                  
143  なお、欧州原子力共同体（ユーラトム、EURATOM）には、域内利用者が鉱石と核燃料
を公平かつ定常的に受けることを保証する機関として、１９６０年から、ESA（Euratom 
Supply Agency）が存在する。  56
燃事業団のウラン濃縮パイロットプラントがこの検討結果144に基づいた査察を受けること
となった。 
  前述の東海再処理施設に関する TASTEX は、 所期の成果が達成されたとの結論が得られ、
１９８１年（昭和５６年）５月に終了した。また、IAEA 主催の「再処理施設の保障措置に
関する国際作業部会（IWG－RPS） 」も１９８１年１０月に終了した。 
  日本は、IAEA の保障措置に関する専門家会合等に積極的に参加した他、日独科学技術合
同委員会においても、１９８２年（昭和５７年）５月に新たに保障措置パネルが新設され、
西独との保障措置協力も開始された。 
  また、IAEA における査察機器等の技術開発のための資金が不足したことから、加盟国か
らの支援が要請され、 １９７７年 （昭和５２年） の米国をかわぎりに、 MSSP （Member State 
Support Programme）が各国で開始された。日本も、IAEA が実際に適用する保障措置技
術の開発及び実証試験を行うことを目的とした「対 IAEA 保障措置技術支援協力計画




を含む MSSP は現在まで継続している。145 
  １９８６年度（昭和６１年度）からは、IAEA に対し特別拠出金を拠出し、商業用大型再
処理施設に対する保障措置に関する検討を行う、 「大型再処理施設保障措置プロジェクト




  IAEA は１９７５年（昭和５０年）９月に核物質防護のためのガイドライン147を公表し、
１９７７年（昭和５２年）に一部改訂を行うとともに、１９７７年以来「核物質の防護に
関する条約（PP 条約：Convention on the Physical Protection） 」の締結について検討を行
って来たところ合意に達し、１９８０年（昭和５５年）３月に署名のために開放された。
                                                  
144  濃縮ウラン施設に対する保障措置手法として、カスケード室内への査察官の頻度限定無
通告立ち入り（Limited Frequency Unannounced Access: LFUA）を含めた手法が、その
時点で最も優れたものとの結論を得た。 
145  内藤（２００８）によれば、IAEA の業務量の拡大と査察資源の制約を背景として、２
００７年（平成１９年）９月に米国 DOE 長官が次世代保障措置構想（NGSI：Next 
Generation Safeguards Initiative）の検討を開始し、１年をかけて IAEA 保障措置の課題
を摘出し、２００８年（平成２０年）６月に各国に NGSI の打診を行ったとされる。 
146  さらに、１９９２年（平成４年）からは、IAEA 保障措置に関連する情報を効率的・効
果的に把握・解析するための保障措置情報処理システムの構築を支援するための IAEA 特
別拠出金を提供した。 












































































152  放射性廃棄物の処分については、１９８０年（昭和５５年）１２月「高レベル放射性廃 59


























ヶ所村、 日本原燃サービス （株） 、 日本原燃産業 （株） が電気事業連合会立ち会いのもとに、





































                                                  
155  日本原燃産業（株）と日本原燃サービス（株）は、１９９２年（平成４年）７月に合併
し、 「日本原燃（株） 」 （JNFL：Japan Nuclear Fuel Limited）となる。 
















交流を中心に開始された。 （中国との協力については後述。 ） 





















159  「原子力基礎実験」については原研が、 「原子力発電」については海外電力調査会が、
研修生の受け入れを行った。JICA の枠組においては、この研修員受入の他、専門家派遣、
単独機材供与、プロジェクト方式技術協力なども行っていた。 
160  この他、RCA の枠組による協力においても、近隣アジア諸国への専門家派遣やワーク
ショップ等の開催などが活発に行われた。 









１２月に水爆実験を行うに至った。NPT には核兵器保有国として１９９２年に加入した。  62
  日本についても、中国で建設予定の原子力発電所に日本企業から輸出が行われる可能性
があり、民間ベースでの協力が行われていた。具体的には、中国は原子力発電所建設計画















  中国は、１９８３年（昭和５８年）１０月の第２７回 IAEA 総会において、IAEA への加
盟が承認され、１９８４年（昭和５９年）１月に正式に加盟した。さらに、上記の各国と
の二国間協定締結を受け、１９８８年（昭和６３年）９月に、中国は IAEA との間の保障
措置協定に署名した。 （１９８９年（平成元年）発効。 ）165 
 
（１０）ソ連チェルノブイリ事故（１９８６年） 、早期通報条約と相互援助条約の締結 








165  中国の NPT 加入はこれより後の１９９２年であるが、IAEA との間では、核兵器国に
適用される「ボランタリーオファーによる保障措置協定」を締結している。堀（２００６）
























原子力安全の基本的考え方に関する「基本安全原則（Basic Safety Principles for Nuclear 




する組織 WANO（World Association of Nuclear Operators）が設立された。WANO はパ
リ、モスクワ、東京、アトランタの４都市にセンターを置くが、１９８９年（平成元年）
                                                  











































７年 （昭和６２年） ６月に、 新たに原子力研究開発利用長期計画 （第七次原子力長期計画172）
が策定された。原子力発電の基本路線としては、 「再処理－リサイクル路線」 、 「軽水炉から











































換法（動燃事業団が自主開発した「マイクロ波加熱直接脱硝法（MH 法） 」 ）により建設に
着手することで合意された。米国では、１９８１年（昭和５６年）に共和党のレーガン政
権が誕生173し、日米両政府は、同年（昭和５６年）１０月、米国産核燃料の再処理に関す
                                                  






































176  新日米原子力協定の詳細及び新旧比較については、昭和６３年版原子力白書参照のこと。  




















  日本は、IAEA の活動に積極的に参加するとともに、国内の原子力施設の安全性の向上の














御法及び計算機の応用に関する研究並びに燃料の性能及び信頼性に関する研究） 」 、 「国際ス
トリパ計画（放射性廃棄物の地層処分に関する試験研究） 」 、 「NEA データバンク計画」 、 「国
際ウラン資源評価計画」 「LOFT 計画」 「デコミショニング技術情報交換協力計画」等のプ 68
ロジェクトに参加し、資金分担・専門家派遣等を行った。 
































                                                  
178  この他、１９９０年代以降には、日韓規制情報交換（１９９１年～） 、日英規制情報交
換（１９９３年～） 、日中規制情報交換（１９９４年～） 、日伊規制情報交換（１９９６年



















































































（株）と BNFL、関西電力（株）と COGEMA との間で合計約１，４００ｔU の再処理委























                                                  
182  東海再処理工場は、フランスのサンゴバン（SGN）社の設計によるものであるが、環境
への放出放射能量を極力抑えるという国の方針に従って、中・低レベル廃液処理用蒸発缶







































                                                                                                                                                  
の評価及び今後の動向、長期的な再処理需給バランス等を踏まえつつ、国内再処理の長期
的目標及びそれを達成するための方策等について検討を進めた。 



















































































































                                                  



































188  原子力委員会は１９８９年（平成元年）５月、 「核燃料リサイクル専門部会」を設置し
て、軽水炉でのプルトニウム利用の進め方、ウラン・プルトニウム混合酸化物（MOX）燃
料の加工体制の整備、海外からのプルトニウム返還輸送の進め方等について、検討を開始






























する報告書が取りまとめられ、技術提供の相手方の選定と FS 調査を行うこととされた。 
  天然ウランの需給バランスについては、１９８９年（平成元年）の時点で、電気事業者
                                                  













































































                                                  






































































































































NPT の基礎である IAEA 保障措置全体に対する重大な脅威であると見なすとしていた。 








































                                                  
199 NSG 加盟国は、原子力資機材の供給能力を有する国に対し、ロンドン・ガイドライン
の採用を働き掛けるなどしていたが、２００４年（平成１６年）５月の NSG 総会では、中


































                                                  
200  このようなピア・レビューの機会は、日本の立場を説明するのみならず、近隣諸国を含
めた東アジア全域の原子力安全確保を促進する上でも、有効に活用すべきである。 





























  電気事業者が、国内での貯蔵を開始する前に BNFL と COGEMA と契約して行っている






































































ても実証計画が実施された 「軽水炉での MOX 燃料利用」 を計画的に進めるとの方針を示し










































                                                  














された。 （その後の KEDO プロジェクトの中止については、後述。 ） 
 
（８）NPT 無期限延長と、CTBT 締結問題及びカットオフ条約（FMCT）交渉開始問題 







































な中国・フランスの CTBT 条約締結前の「駆け込み核実験」は、CTBT 条約締結交渉の過
程でも強く避難された。 
  CTBT は、①宇宙空間、大気圏内、水中、地下を含むあらゆる空間における核兵器の実
験的爆発及び核爆発を禁止し、②包括的核実験禁止条約機関（CTBTO）を設立し、③国際




























































































ものであり、また、当初 ATR の役割として求められた MOX 燃料の利用は軽水炉における
MOX 燃料利用計画により代替される環境にあり、その状況が当分の間継続する見通しであ




心 MOX 燃料装荷可能な ABWR（フル MOX－ABWR）が適切であるとした。 






























                                                  


















































①プルサーマル計画と BNFL 社製 MOX 燃料データ改ざん問題 
  プルサーマル（軽水炉での MOX 燃料使用）は、軽水炉が発電を担う現状に照らし、安全
性・経済性の面からも最も確実なプルトニウム利用法であった。国際社会における核不拡
散の観点からも、不必要なプルトニウムの蓄積を避けるために有効な手段であった。プル



















は、２０００年３月に、通商産業大臣による MOX 燃料利用許可を受けた。 
地元自治体との安全協定に基づくプルサーマル計画についても、１９９９年（平成１１
年）６月までに各々事前了解を得たところであったが、同年９月、高浜原子力発電所で使
用予定であった英国 BNFL 社製の MOX 燃料213のデータ改ざん問題が生じ、高浜原子力発



































                                                                                                                                                  
同年１２月に、それぞれベルギー（ベルゴニュークリア） 、英国（英国核燃料会社（BNFL） ）

































れた OECD／NEA の規制機関首脳会合において、 広範な原子力規制上の課題に関して規制
当局の責任者による意見交換のためのフォーラムを設立することについて、米国 NRC（原
                                                                                                                                                  
所要の技術開発を進めた。 














を当初メンバーとして、 国際原子力規制者会議 （INRA：International Nuclear Regulators 



































（UNEP：United Nations Environment Programme）は、科学的知見が未だ不十分であ






変動枠組条約交渉会議 （INC：Intergovernmental Negotiating Committee） 」 が設置され、
１９９２年 （平成４年） ５月、 「気候変動に関する国際連合枠組み条約（気候変動枠組条約：











                                                  

































（１６）東海村 JCO ウラン加工工場の臨界事故（１９９９年） 

















































化の普及」 、 「会員間の相互評価（ピアレビュー） 」 、 「原子力安全に関する情報交換・発信」
に取り組むこととなった。225 











































後に輸入している。 （成型加工事業は従来より殆ど国内生産である。 ） 
226  日本原燃サービス（株）と日本原燃産業（株）は、１９９２年（平成４年）７月に合併
し、 「日本原燃（株） 」となった。  104







































































































































  １９９０年代には、 米国のウラン濃縮事業の民営化が進展した。 １９９０年代初頭まで、















「合衆国濃縮公社（USEC：United States Enrichment Corporation） 」が発足した。USEC































                                                  





で操業していた。 そのほか、 ドーンレイには、 高速炉燃料の再処理プラントが１０ｔＨＭ232
／年で操業していた。 






























                                                  
























































































































































































                                                  









































                                                  
237  この「特殊法人等整理合理化計画」において、電源開発（株）も、 「平成９年６月の閣
議決定を踏まえ、２００３年（平成１５年）の通常国会を目途に関連法案を国会に提出し、
完全民営化する」こととされた。  117

















  このようなテロとの戦いを背景として、 「核テロリズム」と核不拡散への対処の必要性が
改めて強調され、ブッシュ大統領は、２００２年（平成１４年）１２月に「大量破壊兵器
と闘う国家戦略」を公表し、２００３年（平成１５年）５月には、 「拡散に対する安全保障

















Talks on Non-Proliferation） 」の開催などを行っている。  118
２００５年（平成１７年）９月に同条約に署名し、国会承認を経て、２００７年（平成１
９年）８月に受諾書を寄託している。 




  この他、米露両首脳が２００６年（平成１８年）７月に、 「核テロリズムに対抗するため
のグローバル・イニシアティブ」を発表し、日本を含む参加国間で会合が開催されている。
また、 米国の NGO 「核脅威イニシアティブ （NTI：Nuclear Threat Initiative） 」に より「 世




  １９９７年（平成９年）の COP３で採択された京都議定書の具体化を図るため、検討が
継続されたが、２０００年（平成１２年）１１月にオランダのハーグで開催された COP６
では、会議は合意に達せず中断した。翌２００１年（平成１３年）７月に、ドイツのボン








択された。このマラケシュ合意の文書においても、JI 及び CDM 実施に当たり原子力施設
起源のクレジットの利用を差し控えることが盛り込まれた。このことは、国内における原
子力発電の利用計画には影響を及ぼさないが、二酸化炭素排出量の削減のための国際協力








































  ２００３年（平成１５年）１０月、エルバラダイ IAEA 事務局長は、Economist 誌に
“Towards a Safer World”と題する寄稿を行い、ウラン濃縮・再処理等の活動を多国間管
理の下に置く「核燃料サイクルへのマルチラテラル・アプローチ（MNA） 」を提唱した。こ
れを受け、IAEA 事務局長の下で MNA に関する国際専門家グループが検討を開始し、 
                                                  
241  核燃料管理構想については、 INFCE 後も断続的に議論が継続しており、 １９８７年 （昭
和６２年）の国連における会議“UNCPICPUNE：Conference for the Promotion of 

































  幅広い参加者を得て議論を行うため、２００６年（平成１８年）９月、IAEA の創立５０
周年に当たる第５０回記念総会の際に、 「核燃料供給保証と核不拡散に関する特別イベン
                                                  




















備蓄を行う 「核燃料バンク」 提案等を含む議長報告をとりまとめ、 IAEA 総会に報告された。
245 
















ライトが IAEA に委譲された実例があるとしている。 
245  欧州連合の欧州原子力共同体（EURATOM、ユーラトム）には、 「域内利用者が鉱石と
核燃料を公平かつ定常的に受けることを保証する機関」として、１９６０年（昭和３５年）
から ESA（Euratom Supply Agency）が存在する。 
246  “Possible New Framework for the Utilization of Nuclear Energy: Options for 













論」を、毎年公表される IAEA の保障措置声明において導出する必要がある。 













このエネルギー政策基本法では、 「安定供給の確保」 「環境への適合」 「市場原理の活用」を
エネルギーの需給に関する施策についての３つの基本方針として定め、国・地方公共団体・
事業者の各々の責務と、国民の努力、各主体の相互協力について定めている。さらに、同







































                                                  








































































                                                  












































                                                  

















  IAEA は、原子力発電を新規に導入する国のために、先に述べたようにマイルストーン文
書などの作成を行っているが、技術協力の分野でも、例えばベトナムについては、２００
５年（平成１７年）に“Formulation of Atomic Law” 、２００７年（平成１９年）に
“Strengthening the Technical Capacity of the Regulatory Body for Radiation and 





















（ANSN：Asian Nuclear Safety Network） 」として、原子力安全知識・経験の蓄積・分析・
共有を目的とした活動を開始した。２００８年（平成２０年）４月には、メンバー国規制
当局トップによる戦略対話会合を開催している。 
  また、２００２年（平成１４年）９月の IAEA 総会における Nuclear Knowledge 
Management に関する決議の採択を受け、２００４年（平成１６年）２月に、 「アジア原子
力技術協力ネットワーク（ANENT：Asian Network for Higher Education in Nuclear 













とした。 これは、 「アジア原子力教育訓練プログラム （ANTEP：Asian Nuclear Training and 












                                                  
255  前述の RCA 協定による協力の枠組においても、２００２年（平成１４年）に韓国に
Regional Office を開設し、２００５年（平成１７年）から本格稼働するなど、韓国は東ア
ジアの原子力利用の進展に積極的に貢献している。  129













となった NPT 条約に、 非核保有国の立場で加盟することはなく、 １９７４年 （昭和４９年）
の核実験により自らが核保有国となることで、 「核兵器による抑止」の途を選んだ。このイ
ンドの核実験が契機となり、NSG が組織され、米国を始めとする各国の核不拡散への取組











                                                  







線計測・防護に関する専門家派遣、 研修生受入等を行う 「国際原子力安全対策 （講師育成） 」 、
⑤外務省が日本の原子力発電の概要、核不拡散のための国際的な枠組みの紹介、原子力の
安全確保、環境影響評価、許認可プロセス等に関する専門家派遣、研修生受入等を行う「原







































































                                                  
258  ２００２年（平成１４年）の大統領選に向けて、フランスの共和国連合、自由民主党及
びフランス民主連合といった保守・中道勢力が合併し、大統領支持政党である「国民運動














































































































ンスの AREVA 社がアイダホ州に、ウラン濃縮工場の建設計画を進めている。また、GE と
                                                  
















  使用済燃料の再処理についても、仏国核燃料会社 AREVA・NC 社（旧フランス核燃料公









                                                  
261  日本原子力研究開発機構（２００６）及び（２００７）参照。２００３年（平成１５年）
９月の米国国際貿易裁判所 （CIT） の裁定を受け、 AREVA と URENCO には各々約１２％、
約２％の相殺関税が課されることとなっている。米国政府は、ロシア政府との間では、
Suspension Agreement（The Agreement Suspending the Antidumping Investigation on 
Uranium from Russian Federation）を締結し、米露 HEU 契約に基づく供給以外の、ロシ
アから米国への濃縮役務を含むウラン輸出が制限されている。ダンピング等の貿易制限問
題の多くと同様に、米国の国内ユーザー（即ち電力会社等）は米露 HEU 契約終了後の濃縮
ウラン安定供給に不安を感じている一方、USEC や URENCO と米国企業の合弁の LES、
国内ウラン鉱山会社等は、輸入制限が撤廃された場合の国内産業の経営に懸念を感じてい
る。２００５年（平成１７年）７月から開始された Sunset Review においても、米国商務
省（DOC） 、ITC ともに「Suspension Agreement の廃止は再び不公正なウラン製品のダン
ピングと国内産業への損害を生じる可能性がある」と結論した。 



















ーズ II が実施された。263 







  ２００６年（平成１８年）１２月、原子力委員会は、 「高速増殖炉サイクル技術の今後１
０年程度の間における研究開発に関する基本方針」を決定し、 「FBR サイクル実証プロセス




定され、 MHI は FBR 開発を専業で行う三菱 FBR システムズ （MFBR） を設立した。 MFBR
                                                  
263  実用化戦略調査研究（FS）フェーズ II の結果を受け、政府は２００６年（平成１８年）
に、実用炉の主概念として、三菱重工業（株） （MHI）の提案した MOX 燃料ループ型ナト
リウム冷却炉を選定した。 













































４世代国際フォーラム（Generation IV International Forum: GIF）が結成された265。GIF
は、憲章の調印を受け正式に発足し、事務局は OECD／NEA に設置された。また、GIF の
推進のため、２００１年会計年度（平成１３年度）から NERI を国際プログラムとする拡














                                                  
265 IAEA の下では、同様のプログラムとして、INPRO が２００１年（平成１３年）５月
に発足し、日本は、２００６年（平成１８年）から参加している。 






















ルトニウムを MOX 燃料に加工するため、日本原燃（株）は六ヶ所村に日本初の民間 MOX
燃料工場（１３０ｔHM／年）の建設を進めているが、２０１２年（平成２４年）１０月の









  軽水炉によるプルサーマル計画270（MOX 燃料使用）は、２００５年（平成１７年）に閣
議決定された原子力政策大綱や２００７年（平成１９年）に閣議決定されたエネルギー基






















気事業連合会はプルサーマル計画を見直し、 導入時期を遅くとも MOX 燃料加工工場が操業
開始する「２０１５年度（平成２７年度）まで」とすることとした。 



































  今後のエネルギー供給源を考える際に、 「新エネか、原子力か」という議論が起こること
がある。経済活動や日常生活に必要とされる一次エネルギーのうち、日本が国内で調達で
きる「エネルギー自給率」は、原子力を除くとわずかに 4%に過ぎない。地熱・太陽光・風
力等の新エネルギーによる供給は 0.6%であり、 水力エネルギーによる供給 1.4%の約半分弱
である。この 4%に原子力を含めても、漸く 2 割弱でしかない。つまり、日本は、エネルギ























                                                  
272  エネルギー自給率の数字については、 「平成 20 年度エネルギー白書」 (2009 年 5 月)に記
載される、 国際エネルギー機関 （IEA） の “Energy Balances of OECD Countries 2005-2006”
を基にした推計による。 
273  エネルギー密度の比較の数字は、総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力部会





  東アジア地域における原子力導入の歴史について、第 2 章での検討を基に、日本を中心
























  原子力の平和利用が進展する一方で、 1960 年にはフランスが、 1964 年には中国が初の核
実験を行い、米・ソ・英による核兵器の独占体制が崩れ、1970 年には核不拡散条約（NPT
                                                  















ことになり、 「核不拡散と原子力の平和利用」の在り方について 46 ヶ国・5 国際機関の専門
家により 2 年 4 ヶ月にわたる討議の末、 2 万頁を超える文書が作成された。 1980 年、 INFCE
では、保障措置の改良と、国際制度の整備、核不拡散に有効な技術的代替手段の確立等に
より、核不拡散と原子力の平和利用は両立し得るとの結論を得た。日本は、INFCE での議
論に貢献するとともに、 「TASTEX」(1978-1981)、 「Hexapartite Safeguards Project」
(1979-1981)、 「JASPAS」(1981-継続中)、 「LASCAR」(1988-1992)275等の保障措置技術支
援計画を国際共同研究として実施し、保障措置による平和利用担保の実例を示そうとした。  










  1990 年代は「原子力冬の時代」と呼ばれる。海外での深刻な事故により原子力に厳しい
目が向けられる中、日本の安全神話すらも崩れることになるのである。また、日本の構造




                                                  
275 TASTEX：Tokai Advanced Safeguards Technology Exercise（東海再処理施設対象） 、
Hexapartite Safeguards Project（遠心分離法濃縮施設保障措置技術開発国際協力プロジェ
クト） 、JASPAS：Japan Support Programme for Agency Safeguards（対 IAEA 保障措置
技術支援協力計画） 、LASCAR：Large Scale Reprocessing Plant Safeguards（大型再処理


















術分野の協力で先導的な役割を果たした。1975 年に IAEA で開始された原子力安全基準策
定事業「NUSS 計画」や OECD 原子力機関（NEA）における活動等、原子力の安全規制の
面においても、日本が果たしてきた役割は大きい。 




























  また、北朝鮮の核開発疑惑が浮上したことを契機に米朝協議が行われ、1994 年の「米朝
枠組合意」に基づき、米国、韓国、日本が中心となり、北朝鮮への軽水炉援助のための「朝
鮮半島エネルギー開発機構（KEDO） 」を設立し、人的・財政的支援を行うなどした。 
  一方、東アジア諸国との間では、近隣アジア諸国 9 ヶ国の原子力担当閣僚等の政策対話
を行う場として、 「アジア地域原子力協力国際会議」を 1990 年から主催し、2000 年以降も










（EBP-Asia） 」 が開始され、 2002 年には新たに 「アジア原子力安全ネットワーク （ANSN） 」
として、原子力安全知識・経験の蓄積・分析・共有を目的とした活動を開始している。 
  2005 年には原子力政策大綱が、 2006 年にはこれを受けた総合資源エネルギー調査会原子
力部会の「原子力立国計画」が取りまとめられ、国際協力についても、積極的に取り組む
ことが改めて確認されている。276このように日本は、地域の原子力安全性確保のための基
                                                  
276  引き続き、2008 年 12 月には、総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会原子力


















  また、カリフォルニアの大停電などの電力危機を経験した米国においても、2001 年に発
足したブッシュ共和党政権の下で、明確な原子力政策の転換が図られた。同年発表された
「国家エネルギー政策」においては、エネルギー安全保障と温室効果ガス削減の観点から
原子力を推進する姿勢を示し、 米国エネルギー省は 2010 年までに新たな原子力発電所の建






2007 年に合意された 「日米原子力エネルギー共同行動計画」 の下での協力が進展している。 




                                                  
277 2009 年 7 月、次期 IAEA 事務局長に日本人の天野之弥氏が選出された。同年 3 月の投
票では南アフリカ出身の候補者であるミンティ氏との間で票が割れ再投票となったが、 7 月














また、米国の GNEP 構想では、NPT 体制における「5 つの核兵器国」と「非核兵器国」
という区分とは異なり、日本を含む「核燃料サイクル国」と「核燃料サイクルを持たない
原子力発電国」という枠組みの下に議論が進められている。IAEA においても、2003 年に
エルバラダイ事務局長が Economist 誌に“Towards a Safer World”と題する寄稿を行い、
ウラン濃縮・再処理等の活動を多国間管理の下に置く「核燃料サイクルへのマルチラテラ












  2009 年に就任したオバマ米国大統領は、プラハ演説279において、核兵器のない世界を目
指すという、歴代の米国大統領が言及し得なかった画期的な目標を掲げた。具体的な道筋
として、逸脱者が制裁を受けるような NPT 体制の強化、そして、頓挫していた米国による
「包括的核実験禁止条約 （CTBT） 」 の批准と、 「兵器用核分裂性物質生産禁止条約 （FMCT） 」
の締結280に努力するとした。さらに、原子力エネルギーの平和利用は、核兵器を放棄する
                                                  






































Nuclear Energy: Rebirth or Resuscitaion?, Sharon Squassoni, Carnegie Endowment, 
2009. 
Evaluation of the Status of National Nuclear Infrastructure Development, IAEA 
Nuclear Energy Series No. NG-T-3.2, IAEA, October 2008. 
Operating Experience with Nuclear Power Stations in Member States in 2007, IAEA, 
August 2008. 
Energy , Electricity and Nuclear Power Estimates for the Period up to 2003,  2008 
Edition, Reference Data Series No.1, IAEA, August 2008. 
Nuclear Power Reactors in the World, 2008 Edition, Reference Data Series No.2, IAEA, 
July 2008. 
International Nuclear Energy Research Initiative – 2007 Annual Report, DOE-NE-0133, 
Department of Energy, U.S. Government, June 2008. 
Report on Proliferation Implications of the Global Expansion of Civil Nuclear Power, 
International Security Advisorty Board, 7 April 2008. 
Managing the Nuclear Fuel Cycle: Policy Implications fo Expanding Global Access to 
Nuclear Power, Order Code RL34234, CRS Report for Congress, Congressional 
Research Service, Updated January 30, 2008. 
Considerations to Launch a Nuclear Power Programme, IAEA, April 2007. 
Milestones in the Development of a National Infrastructure for Nuclear Power, IAEA 
Nuclear Energy Series No. NG-G-3.1, IAEA, 2007. 
Fundamental Safety Principles, Safety Standards Series No.SF-1, IAEA, 2006. 
Framework for Nuclear Energy Policy, Japan Atomic Energy Commission, 11 October 
2005. 
The Economic Future of Nuclear Power, A Study Conducted at the University of 
Chicago, August 2004. 
The Future of Nuclear Power, an Interdisciplinary MIT Study, MIT, 2003. 
The History of Nuclear Energy, DOE/NE-0088, Office of Nuclear Energy, Science and 
Technology, U.S. Department of Energy, 1993. 
Nuclear Power Issues and Choices, Report of the Nuclear Energy Policy Study Group, 
MITRE Corporation/ Ford Foundation, 1977. 
Atomic Energy in Economic Development, Panel Discussion, Eleventh Annual Meeting, 
Board of Governors, International Bank for Reconstruction and Development, 
27 September 1956.  150
 
“Emerging Nuclear Energy Countries,” World Nuclear Association, March 2009. 
“The Nuclear Fuel Cycle,” World Nuclear Association, January 2009. 
“Nuclear Energy: Policies and Technology for the 21st Century,” Nuclear Energy 
Advisory Committee, November 2008. 
“Five Decades of Nuclear Partnership,” Mohamed ElBaradei (IAEA Director General), 
50th Anniversary of OECD Nuclear Energy Agency, 16 October 2008. 
“IAEA at a Crossroads,” Mohamed ElBaradei (IAEA Director General), Fifty-Second 
Regular Session of the IAEA General Conference 2008, 29 September 2008. 
“Asia’s Nuclear Energy Growth,” World Nuclear Association, August 2008. 
“Nuclear Energy: The Need for A New Framework,” Mohamed ElBaradei (IAEA 
Director General), International Conference on Nuclear Fuel Supply: 
Challenges and Opportunities, 17 April 2008. 
“Reviving Nuclear Disarmament,” Mohamed ElBaradei (IAEA Director General), 
Conference on Achieving the Vision of a World Free of Nuclear Weapons, 26 
February 2008. 
“Atoms for the Sustainable Future: Recommendations on Nuclear Energy in the 21st 
Century,” Taskforce on Atoms for the Sustainable Future, Japan Institute of 
International Affairs, January 2008. 
“Experience of IRRS in Japan,” Akira Fukushima, (Deputy Director-General for Safety 
Examination), Nuclear and Industrial Safety Agency, Senior Regulators’s 
Meeting, 20 September 2007. 
“The Nuclear Renaissance,” World Nuclear Association, September 2007. 
“The International Atomic Energy Agency: Fifty Years of Atoms for Peace,” Mohamed 
ElBaradei (IAEA Director General), Conference on the Commemoration of the 
50th Anniversary of the IAEA, 12 July 2007. 
“Thoughts on Knowledge Management,” Tomihiro Taniguchi (IAEA Deputy Director), 
International Conference on Knowledge Management for Nuclear Facilities, 18 
June 2007. 
“Risks and Realities: The New Nuclear Energy Revival,” Sharon Squassoni, Arms 
Control Association, May 2007. 
  “New Framework for the Utilization of Nuclear Energy in the 21st Century: Assurances 
of Supply and Non-Proliferation,” Report of the Chairman of the Special Event, 
Charles Curtis, Special Event at the 50th IAEA General Conference, Vienna, 
19-21 September 2006. 
“Outline History of Nuclear Energy,” World Nuclear Association, September 2005.  151
“Joitn CSNI/CNRA Strategic Plan and Mandates 2005-2009,” OECD/NEA NO.6034, 
2005 
“Civil Liability for Nuclear Damage,” International Expert Group on Nuclea Liability 
(INFLEX), GOV/INF/2004/9-GC(48)/INF/5, IAEA, 2 September 2004. 
“Towards a Safer World,” Mohamed ElBaradei (IAEA Director General), The Economist, 
16 October 2003. 
“Pages from World Bank History: Loan for Nuclear Power,” World Bank, 22 August 
2003. 
 “Safety Codes and Guides for Nuclear Power Plants,” Enzo Iansiti, IAEA Bulletin 
Vol.18, No.5/6. 
“Perspective on Nuclear Energy,” Albert Wohlstetter, D(L)-16568-PR/ISA, RAND 
Corporation, 10 January 1968. 
 
“Global Nuclear Energy Partnership – Stakeholder’s Guide,” Department of Energy, 
U.S. Government. 
“The IAEA/NEA Incident Reporting System (IRS) – Using Operating Experience to 
Improve Safety,” IAEA, NEA. 
 
International Atomic Energy Agency (IAEA) 
http://www.iaea.org/ 
Nuclear Energy Agency, Organization for Economic Co-operation and Development 
(OECD／NEA) 
http://www.nea.fr/ 
Asian Nuclear Safety Network (ANSN) 
        http://www.ansn.org 
Asian Network for Education in Nuclear Technology (ANENT) 
http://www.anent-iaea.org/anent/index.jsp 
Regional Co-operative Agreement for Research, Development and Training Related to 
Nuclear Science and Technology for Asia and the Pacific 
http://www.rcaro.org 
World Nuclear Association (UK) 
http://www.world-nuclear.org/info/default.aspx 
Nuclear Energy Institute 
http://www.nei.org/ 
Electric Power Research Institute 
http://my.epri.com/portal/server.pt?  152
Institute of Nuclear Power Operations 
http://www.inpo.info/Index.html 

















「原子力政策大綱」 、2005 年 10 月、閣議決定 
「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」 、原子力委員会、2000 年 11 月（第九次）  
「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」 、原子力委員会、1994 年 6 月（第八次）  
「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」 、原子力委員会、1987 年 6 月（第七次）  
「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」 、原子力委員会、1982 年 6 月（第六次）  
「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」 、原子力委員会、1978 年 9 月（第五次）  
「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」 、原子力委員会、1972 年 6 月（第四次）  
「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」 、原子力委員会、1967 年 4 月（第三次）  
「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」 、原子力委員会、1961 年（第二次） 
「原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画」 、原子力委員会、1956 年 9 月（第一次）  
「原子力の重点安全研究計画（第２期） （案） 」 、原子力安全委員会、2009 年 6 月 
「拡散に対する安全保障構想（Proliferation Security Initiative: PSI） 」 、外務省、2009 年
6 月 1 日 
「最先端の低炭素社会構築に向けて－来るべき世代と地球のために－」 、地球温暖化対策推
進本部中間報告、自由民主党政務調査会地球温暖化対策推進本部、2009 年 6 月 11
日 
「イタリアとの原子力協力文書への署名について」 、経済産業省資源エネルギー庁電力・ガ 153
ス事業部原子力政策課、2009 年 5 月 25 日 
「原子力政策大綱に示されているエネルギー利用に関する取組の基本的考え方に関する評
価について」 、原子力委員会政策評価部会報告書、2009 年 5 月 19 日 
「原子力の平和利用における協力に関する経済産業省とロスアトムとの共同声明につい
て」 、経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部原子力政策課、2009 年 5 月
12 日 
「気候変動問題」 、外務省、2009 年 5 月 
「第４回国際原子力エネルギー・パートナーシップ（GNEP）運営グループ会合の結果につ
いて」 、内閣府原子力政策担当室、2009 年 4 月 14 日 
「第３回アジア・エネルギー産消国閣僚会合の開催について」 、経済産業省、2009 年 4 月
26 日 
「総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力部会国際戦略検討小委員会報告」 、 2009
年 4 月 
総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力部会国際戦略検討小委員会資料及び議事
録、2008 年 10 月～2009 年 4 月 
「東アジア戦略概観 2009」 、防衛省防衛研究所、2009 年 3 月 
「アジア電力フォーラム『アセアン電力セクター改革プログラムのインパクトと今後の課
題：電力改革と電力民間投資』 」 、独立行政法人国際協力機構・ （社）海外電力調査
会、2009 年 3 月 12 日 
「平成２１年度資源エネルギー関連予算案の概要」 、経済産業省、2008 年 12 月 
「エネルギー供給構造の高度化を目指して」 、総合資源エネルギー調査会総合部会政策小委
員会中間報告、2008 年 12 月 
「第 9 回アジア原子力協力フォーラム（FNCA）大臣級会合の結果概要について」 、内閣府
原子力政策担当室、2008 年 12 月 8 日 
「国際原子力安全ワーキンググループ報告書」 、2008 年 12 月 
総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会原子力安全基盤小委員会国際原子力安全
ワーキンググループ資料及び議事録、2008 年 8 月～12 月 
「核テロリズムに対抗するためのグローバル・イニシアティブ（Global Initiative to 
Combat Nuclear Terrorism(GI)） 、外務省、2008 年 11 月 
「原子力損害賠償制度の在り方に関する検討会第１次報告書」 、文部科学省原子力損害賠償
制度の在り方に関する検討会、2008 年 11 月 
「使用済燃料管理及び放射性廃棄物管理の安全に関する条約：日本国第 3 回国別報告書」 、
日本国政府、2008 年 10 月 
「平成１９年度原子力安全基盤機構年報」 、独立行政法人原子力安全基盤機構、2008 年 10
月 
「アジア原子力協力フォーラム （FNCA）第 2 回アジアの原子力発電分野における協力に関 154
する検討パネル開催結果について（報告） 」 、内閣府原子力政策担当室、2008 年 9
月 9 日 
「低炭素社会づくり行動計画」 、地球温暖化対策推進本部、2008 年 7 月 
「3S に立脚した原子エネルギー基盤に関する国際イニシアティブ」 、第 34 回北海道洞爺湖
G8 サミット、2008 年 7 月 8 日 
「原子力平和利用と核不拡散にかかわる国際フォーラム『アジア地域の原子力利用の推進
と核不拡散の両立に向けて』 」 、独立行政法人日本原子力研究開発機構・東京大学
G-COE 「世界を先導する原子力教育研究イニシアティブ」 共催、 2008 年 6 月 24-25
日 
「核燃料の供給保証論議の最近の動向と JAEA における検討状況について」 、 独立行政法人
日本原子力研究開発機構核不拡散科学技術センター、2008 年 7 月 10 日 
「第 2 回日米原子力エネルギー運営委員会について」 、経済産業省、文部科学省、外務省、
2008 年 6 月 3 日 
「OECD／NEA（経済協力開発機構／原子力機関）CSNI（原子力施設安全委員会）の最近
の活動について」 、平野雅司、独立行政法人日本原子力研究開発機構安全研究セン
ター、原子力安全委員会原子力安全研究専門部会資料、2008 年 6 月 17 日 
「原子力安全セキュリティ・グループ報告書」 、2008 年 5 月 29 日採択 
「ベトナムとの原子力協力文書への署名について」 、経済産業省資源エネルギー庁電力・ガ
ス事業部原子力政策課、2008 年 5 月 15 日 
「日本の軍縮・核不拡散外交 2008」 、外務省、2008 年 5 月 
「地球環境保全・エネルギー安定供給のための原子力のビジョンを考える懇談会（原子力
ビジョン） 」報告書、原子力委員会、2008 年 3 月 13 日 
原子力委員会地球環境保全・エネルギー安定供給のための原子力のビジョンを考える懇談
会資料及び議事録、2007 年 9 月～2008 年 3 月 
「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」 、経済産業省、2008 年３月 5 日 
「諸外国における高レベル放射性廃棄物の処分について」 、資源エネルギー庁放射性廃棄物




力・ガス事業部原子力政策課、2007 年 11 月 22 日 
「インドをめぐる国際的な原子力協定の動きにかかわる現状」 、原子力委員会国際問題懇談
会報告書、2007 年 11 月 13 日 
原子力委員会国際問題懇談会資料及び議事録、2006 年 4 月～2007 年 7 月 
「原子力の安全に関する条約：日本国第 4 回国別報告書」 、日本国政府、2007 年 9 月 
「第 1 回日米原子力エネルギー運営委員会について」 、経済産業省、文部科学省、外務省、 155
2007 年 7 月 10 日 
「IAEA・IRRS（Integrated Regulatory Review Service）について」 、原子力安全・保安
院／原子力安全委員会事務局、2007 年 6 月 
「美しい星へのいざない「Invitation to『Cool Earth 50』 」～3 つの提案、3 つの原則～」 、
地球温暖化対策に関する安部内閣総理大臣演説、国際交流会議「アジアの未来」
晩餐会、2007 年 5 月 24 日 
「原子力政策大綱に示している平和利用の担保と核不拡散体制の維持・強化に関する取組
の基本的考え方の評価について」 、原子力委員会政策評価部会報告書、2007 年 5
月 15 日 
「日米原子力エネルギー共同行動計画について」 、経済産業省、文部科学省、外務省、2007
年 4 月 24 日 
「フロントエンドの動向と需給見通し」 、小林孝男著、Rep07-3、独立行政法人日本原子力
研究機構戦略調査室、2007 年 4 月 18 日 
「原子力エネルギー：未来に向けた世界の挑戦と IAEA」 （IAEA 設立 50 周年特別シンポジ
ウム） 、2007 年 4 月 11 日 
「エネルギー基本計画」 、2007 年 3 月、閣議決定 
「原子力知識マネジメント：その現状と展望」講演資料集（2006 年 12 月 14-15 日） 、独立
行政法人日本原子力研究開発機構、2007 年 3 月 
「東アジアのエネルギー安全保障に関するセブ宣言」 、第 2 回東アジア首脳会議、2007 年 1
月 15 日 
「高速増殖炉サイクルの研究開発方針について」 、文部科学省研究開発局、2006 年 11 月 2
日 
「ロシアウラン；米国ウラン市場への自由参加なるか」 、小林孝男著、Rep06-7、独立行政
法人日本原子力研究機構戦略調査室、2006 年 8 月 7 日 
「インドのエネルギー概況」 、外務省経済局経済安全保障課、2006 年 8 月 
「原子力立国計画」 、2006 年 8 月、総合資源エネルギー調査会原子力部会 
「原子力に関する研究開発の推進方策について」 、科学技術・学術審議会研究計画・評価分
科会、2006 年 7 月 
「国際原子力機関の保障措置」 、堀啓一郎、独立行政法人日本原子力研究開発機構核不拡散
科学技術センター政策調査室、2006 年 6 月 23 日（原子力委員会国際問題懇談会
第２回資料） 
「電力自由化と原子力に関する小委員会とりまとめ」 、総合資源エネルギー調査会電気事業
分科会原子力部会電力自由化と原子力に関する小委員会、2006 年 5 月 15 日 
「新国家エネルギー戦略」 、2006 年 5 月、経済産業省資源エネルギー庁策定 
「中国のエネルギー概況」 、外務省経済局、2006 年 5 月 
「安全文化国際シンポジウム」 、原子力安全委員会、2006 年 3 月 22 日～23 日  156
「日・欧州原子力共同体（ユーラトム）原子力協定の署名について」 、外務省軍縮不拡散・
科学部国際原子力協力室、2006 年 2 月 27 日 
「高速増殖炉サイクルに関する国際的な研究開発の現状」 、独立行政法人日本原子力研究開
発機構、2005 年 11 月 7 日 
「経済財政運営と構造改革に関する基本方針（骨太の方針）2005」 、2005 年 6 月 21 日、閣
議決定 
原子力委員会新計画策定会議国際問題検討 WG 資料及び議事録、2005 年 2 月～4 月 
「エネルギー関連産業のアジア展開について－中間報告」 、経済産業省エネルギー関連産業
のアジア展開に関する研究会、2005 年 3 月 30 日 
経済産業省エネルギー関連産業のアジア展開に関する研究会資料及び議事録、2004 年 10
月～2005 年 3 月 
「原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法
律案について」 、経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部政策課、2005 年 2
月 18 日 
「原子力の重点安全研究計画」 、原子力安全委員会、2004 年 7 月 
「わが国が未批准の国際条約一覧」 、調査及び立法考査局議会官庁資料課、2003 年 7 月 
「核燃料サイクルに関する主要国の動向について」 、経済産業省資源エネルギー庁原子力政
策課、2003 年 4 月 
「気候変動枠組条約・京都議定書に関するこれまでの交渉経緯」 、経済産業省産業技術環境
局、2002 年 10 月 
「地球温暖化対策推進大綱の概要」 、首相官邸、2002 年 
原子力委員会国際関係専門部会資料及び議事録、2001 年 8 月～2003 年 12 月 
「特殊法人等整理合理化計画」 、行政改革推進事務局、2001 年 12 月 18 日 
「行政改革大綱」 、2000 年 12 月 1 日、閣議決定 
「京都議定書の概要」 、環境省、2000 年 9 月 
「ドイツの原子力政策に関するコンセンサス協議における合意について」 、科学技術庁原子
力局、2000 年 6 月 26 日 
「新しい視点に立った国際的展開」 、原子力委員会長期計画策定会議第六分科会報告書、
2000 年 6 月 5 日 
「行政改革会議最終報告」 、1999 年 12 月 3 日 
「原子力国際協力のあり方及び方策について－新たな展開に向けて－」 、原子力委員会原子
力国際協力専門部会報告書、1998 年 9 月 
原子力委員会国際協力専門部会資料、1996 年～1998 年 
「近隣アジア地域における原子力発電の安全確保を目指した国際協調の下での多面的対
策」 、総合エネルギー調査会原子力部会中間報告書、1995 年 6 月 
「技術導入の自由化について」 、昭和４７年原子力委員会月報１７（６） 、1972 年  157
「平成２０年度外務省政策評価書」 、外務省 














「原子力総合シンポジウム 2009『原子力の将来展開～変革期の社会の中で～』 」 、日本学術
会議総合工学委員会、2009 年 5 月 27 日～28 日 
「一般財団法人原子力国際協力センターの設立について」 、(社)日本原子力産業協会、2009
年 3 月 31 日 
「低炭素社会の実現に向けた電気事業の考え方について」 、電気事業連合会、2009 年 2 月
19 日 
「核不拡散・保障措置技術開発について-JASPAS を中心に-」 、内藤香、財団法人核物質管
理センター、2008 年 8 月 1 日（科学技術・学術審議会／研究計画・評価分科会／
安全・安心科学技術委員会第 14 回資料） 
「原子力平和利用推進と核不拡散強化のための提言－地球温暖化とエネルギー安全保障の
同時解決に向けて－」 、(社)日本原子力産業協会核不拡散問題検討会、2008 年 4 月
15 日 
「原子力人材育成の在り方研究会調査報告書（平成 18 年度大学・大学院等における原子力
人材育成の在り方調査） 」 、 （社）日本原子力産業協会、2007 年 3 月 
「IAEA と日本」 、町末男（原子力委員、前・IAEA 事務次長） 、東京工業大学シンポジウム
－原子力の国際動向と日本の貢献－、2006 年 4 月 10 日 
「2050 年の原子力：ビジョンとロードマップ」 、(社)日本原子力産業会議原子炉開発利用委
員会、2004 年 11 月 
「フランス総選挙レビュー」 、パリ・センター、海外調査部欧州課、JETRO ユーロトレン
ド、2002 年 11 月 
「COP７『マラケシュ合意』の決定文書暫定和訳」 、地球産業文化研究所、2002 年 1 月  158
「COP６再開会合の政治的合意『ボン合意』 」 、地球産業文化研究所、2001 年 7 月 
「ニュークリアセイフティーネットワークの設立について」 、電気事業連合会、1999 年 11







（社）原子燃料政策研究会  等 
 
〈書籍〉 
「世界の原子力発電開発の動向」 （各年版） 、 （社）日本原子力産業協会 
「原子力年鑑」 （各年版） 、日刊工業新聞社 
「原子力ハンドブック 2008 年版」 、電気新聞 
「海外諸国の電気事業 2008 年版」 、 （社）海外電力調査会 
「原子力 2008」 、原子力立地・核燃料サイクル産業課、 （財）日本原子力文化振興財団 
「原子力立国計画－日本の選択」 、資源エネルギー庁、電気協会 
「外交の力」 、田中均著、日本経済新聞出版社、2009 年 1 月 8 日 
「技術立国日本のエネルギー戦略」 、 （財）エネルギー総合工学研究所エネルギー戦略研究
会、2008 年 9 月 15 日、 （株）エネルギーフォーラム 
「間違いだらけの原子力・再処理問題」 、山名元著、ワック株式会社、2008 年 6 月 4 日 
「イランの核問題」 、テレーズ・デルペシュ著、早良哲夫訳、集英社、2008 年 4 月 22 日 
「オーラルヒストリー日本と国連の 50 年」 、明石康・高須幸雄・野村彰男・大芝亮・秋山
信将編著、ミネルヴァ書房、2008 年 3 月 10 日 
「核軍縮不拡散の法と政治」 、浅田正彦・戸崎洋史著、信山社、2008 年 3 月 
「原子力知識マネジメント」 、澤田哲生著、東京工業大学原子炉工学研究所 21 世紀 COE プ
ログラム「世界の持続的発展を支える革新的原子力」事務局、2008 年 2 月 
「プーチンのエネルギー戦略」 、木村汎著、北星堂書店、2008 年 1 月 31 日 
「科学技術の公共政策」 、細野助博・城山英明・森田朗監修、日本公共政策学会・中央大学
21 世紀 COE プログラム編、中央大学出版部、2008 年 1 月 19 日 
「21 世紀のエネルギー地政学」 、十市勉著、産経新聞出版、2007 年 12 月 28 日 
「テロマネーを封鎖せよ－米国の国際金融戦略の内幕を描く」 、ジョン・B・テイラー著、
中谷和男訳、日経 BP 社、2007 年 11 月 26 日 
「核を売り捌いた男－死のビジネス帝国を築いたドクター・カーンの真実」 、ゴードン・コ
レーラ著、鈴木南日子訳、ビジネス社、2007 年 11 月 20 日  159
「科学技術ガバナンス」 、城山英明編著、東信堂、2007 年 10 月 20 日 
「エネルギー技術の社会意思決定」 、 鈴木達治郎・城山英明・松本三和夫編著、 日本評論社、
2007 年 8 月 15 日 
「技術移転と国家安全－技術進歩もう一つの側面－」 、川口博也著、2007 年 5 月 25 日 
「原子力の国際展開」 、澤田哲生著、東京工業大学原子炉工学研究所 21 世紀 COE プログラ
ム「世界の持続的発展を支える革新的原子力」事務局、2007 年 3 月 
「アメリカの終わり」 、フランシス・フクヤマ著、講談社、2006 年 11 月 28 日 
「核燃料サイクル 20 年の真実」 、塚原晶大著、 （社）日本電気協会新聞部、2006 年 7 月 1
日 
「核テロ－今ここにある恐怖のシナリオ」 、グレアム・アリソン著、秋山信将・戸崎洋史・
堀部純子訳、日本経済新聞社、2006 年 4 月 21 日 
「原子力と環境」 、中村政雄著、中央公論新社、2006 年 3 月 10 日 
「原子力ルネサンスの風」 、電気新聞海外原子力取材班、2006 年 3 月 
「東アジアのエネルギーセキュリティ戦略－持続可能な発展に向けて」 、藤井秀昭著、2005
年 11 月 15 日 
「財団法人原子力安全技術センター創立 25 周年記念誌」 、原子力安全技術センター、2005
年 10 月 
「ほんとうは、どうなの？原子力発電のウソ・マコト」 、上坂冬子著、PHP 研究所、2005
年 1 月 5 日 
「原子力と報道」 、中村政雄著、中央公論新社、2004 年 11 月 10 日 
「日本電力業発展のダイナミズム」 、橘川武郎著、名古屋大学出版会、2004 年 10 月 25 日 
「兵器の拡散防止と輸出管理－制度と実践－」 、浅田正彦編著、有信堂高文社、2004 年 7
月 15 日 
「核燃料サイクル－エネルギーのからくりを実現する」 、藤家洋一・石井保著、ERC 出版、
2003 年 11 月 7 日 
「原子力のすべて～地球と共存する知恵～」 、原子力のすべて編集委員会編、2003 年 9 月 
「エネルギー・セキュリティ－理論・実践・政策」 、矢島正之著、東洋経済新報社、2002
年 5 月 24 日 
「ソ連・ロシアの原子力開発－1930 年代から現在まで」 、藤井晴雄著、東洋書店、2001 年
3 月 25 日 
「原発事故はなぜくりかえすのか」 、高木仁三郎著、岩波新書、2000 年 12 月 20 日 
「原子力の社会史その日本的展開」 、吉岡斉著、朝日新聞社、1999 年 4 月 25 日 
「衰退するアメリカ：原子力のジレンマに直面して」 、アラン・Ｅ・ウォルター著、高木直
之訳、日刊工業新聞社、1999 年 3 月 27 日 
「原子力と環境の経済学～スウェーデンのジレンマ」 、ウィリアム・D・ノードハウス著、
藤目和哉監訳、電力新報社、1998 年 12 月 19 日  160
「どうする日本の原子力－21 世紀への提言－」 、山地憲治著、日刊工業新聞社、1998 年 11
月 30 日 
「アジア・エネルギー事情－原子力の現場を行く」 、上坂冬子著、講談社、1998 年 9 月 20
日 
「リサイクル文明が求める原子力－その全体像と長期展望」 、藤家洋一著、日本電気協会新
聞部、1998 年 3 月 30 日 
「安全から安心への原子力－事実を知り動燃の失敗に学ぼう」 、伊原義徳著、 （社）日本電
気協会新聞部、1998 年 3 月 20 日 
「転換期・21 世紀への原子力政策」 、石川欽也、電力新報社、1998 年 3 月 
「原子力発電のはなし」 、村主進著、日刊工業新聞社、1997 年 7 月 15 日 
「脱『2010 年の危機』世界のエネルギー安全保障のために」 、 （社）日本電気協会新聞部、
1997 年 3 月 27 日 
「若者に贈る原子力の話」 、村田浩著、 （社）日本電気協会新聞部、1997 年 1 月 26 日 
「原発大国へ向かうアジア」 、宮嶋信夫編著、平原社、1996 年 10 月 25 日 
「アジア危機の構図－エネルギー・安全保障問題の死角－」 、ケント・Ｅ・カルダー著、日
本経済新聞社国際部訳、日本経済新聞社、1996 年 4 月 1 日 
「原子力と行政」 、原子力の基礎講座（第 5 版） 、 （財）日本原子力文化振興財団、1996 年 3
月 
「プルトニウム燃料産業－その影響と危険性」 、 クリスチアン・キュッパース、 ミヒャエル・
ザイラー著、鮎川ゆりか訳、七つ森書館、1995 年 10 月 4 日 
「ロシアの核が危ない！」 、桜井淳著、TBS ブリタニカ、1995 年 8 月 7 日 
「岐路に立つ国連と日本外交」 、佐藤誠三郎・今井隆吉・山内康英編著、三田出版会、1995
年 6 月 5 日 
「ポスト冷戦と核」 、今井隆吉・田久保忠衛・平松茂雄編著、勁草書房、1995 年 3 月 25 日 
「IAEA 査察と核拡散」 、今井隆吉、日刊工業新聞社、1994 年 12 月 
「新原子力政策と 21 世紀」 、石川欽也、エネルギーフォーラム、1994 年 10 月 
「戦後科学技術の社会史」 、中山茂・吉岡斉編著、朝日新聞社、1994 年 9 月 25 日 
「プルトニウム」 、鈴木篤之他著、ERC 出版、1994 年 3 月 10 日 
「科学と外交」 、今井隆吉著、中央公論社、1994 年 2 月 15 日 
「原子力政策の検証とゆくえ」 、石川欽也、電力新報社、1991 年 11 月 
「核軍縮」 、今井隆吉著、サイマル出版会、1987 年 10 月 
「ドキュメント原子力政策」 、石川欽也、電力新報社、1987 年 10 月 
「原子力は、いま－日本の平和利用 30 年（上巻） 」 、森一久編、中央公論事業出版、1986
年 11 月 18 日 
「原子力は、いま－日本の平和利用 30 年（下巻） 」 、森一久編、中央公論事業出版、1986
年 11 月 18 日  161
「証言原子力政策の光と影」 、石川欽也、電力新報社、1985 年 9 月 
「超不死鳥の飛び立ち」 、近藤鉄雄著、電力新報社、1983 年 5 月 20 日 
「原子力委員会の闘い」 、石川欽也、電力新報社、1983 年 1 月 
「80 年代原子力開発の新戦略－ポスト INFCE の展開」 、田宮茂文編著、電力新報社、1980
年 6 月 20 日 
「資源小国日本の挑戦－日米原子力交渉物語－」 、核燃料サイクル問題研究会編、日刊工業
新聞社、1978 年 5 月 25 日 
「東海原子力発電所物語」 、一本松珠璣著、東洋経済新報社、1971 年 9 月 14 日 
「原子力産業」 、日本長期信用銀行産業研究所編、東洋経済新報社、1970 年 11 月 10 日 
「教養原子力講座第 5 巻政治編『原子力と国際政治』 」 、有沢広巳・石坂泰三・内田俊一・




究所（IEEJ） 、2008 年 3 月 
「我が国の原子力安全規制ならびに行政に関する研究」 、東京大学、2008 年 2 月 
「平成 18 年度軽水炉改良技術確証試験『各国の原子力関連予算及び技術開発施策の動向調
査』報告書」 、 （財）エネルギー総合工学研究所、2007 年 3 月 
「原子力損害賠償に係る法的枠組研究班報告書－平成 17 年度研究報告書－」 、日本エネル
ギー法研究所、2007 年 3 月 
「原子力の国際管理構想－目的、要素と今後の対応－」 、長野浩司、(財)電力中央研究所、
2006 年 4 月 
「諸外国の原子力事情（VI）－アジア諸国の原子力開発動向－」 、エネルギー情報研究会議
事務局編、 （財）社会経済生産性本部エネルギー・コミュニケーションセンター、




展開懇話会編、日本原子力産業会議、2005 年 9 月 
「原子力損害賠償法制主要課題検討会報告書－有り得べき原子力損害賠償システムについ





視点から」 、相樂希美著、 （独）経済産業研究所、RIETI Discussion Paper Series  162
04-J-023、2004 年 3 月 
「日欧エネルギー・環境政策の行方－ 『京都議定書』 中間総括以降の動き－」 、 田北廣道著、
経済学研究第 73 巻第 5･6 合併号 (2004) 
「中国における原子力発電開発の現状と中長期展望」 、李志東著、IEEJ、2003 年 7 月 
「原子力安全確保のための法のあり方に関する総合的検討」 、日本エネルギー法研究所、
2001 年 7 月 
「国際原子力法学会（INLA） ・アジア太平洋法律協会(LAWASIA)発表原稿集、日本エネル
ギー法研究所、2001 年 5 月 
「原子力平和利用をめぐる国際協力の法形態」 、日本エネルギー法研究所、2000 年 7 月 
「アジア地域の安全保障と原子力平和利用－地域構想特別委員会第 3 次報告書」 、(社)原子
燃料政策研究会、2000 年 3 月 
「国際原子力利用法制の主要課題」 、日本エネルギー法研究所、1998 年 12 月 
「アジア地域の安全保障と原子力平和利用－地域構想特別委員会第 2 次報告書」 、(社)原子
燃料政策研究会、1997 年 10 月 28 日 
「国際原子力安全・環境保護規制と国内法制の接点」 、日本エネルギー法研究所、1997 年 6
月 
「アジア地域の安全保障と原子力平和利用－地域構想特別委員会第 1 次報告書」 、(社)原子
燃料政策研究会、1996 年 10 月 14 日 
「平成 5 年度我が国における原子力関係法制等原子力基本政策に関する調査研究報告書」 、
（社）日本機械工業連合会・ （社）日本原子力産業会議、1994 年 3 月 
「核燃料と原子力－2000 年への展望－」 、 イアン・スマート著、 （社） 日本経済調査協議会、
1987 年 10 月 15 日 
「米国・フランスの原子力政策の形成－その政治社会学的考察－」 、松原望編、 （株）応用
システム研究所、総合研究開発機構助成研究 NRS-83-24、1985 年 9 月 
「原子力開発と今後の日米協力」 、ロックフェラー財団・総合研究開発機構、総合研究開発
機構共同研究 NRO-53-3、1979 年 11 月 
「機械産業の施策に関する調査研究：3.原子力・エネルギー」 、 （財）機械振興協会経済研究
所・ （株）産業材料調査研究所、1978 年 4 月 
「欧州共通エネルギー政策の実情と問題点－政策目標は十二分、履行・実施は不十分－」 、
戒能一成、RIETI Policy Discussion Paper Series 08-P-001, 2008 年 3 月 
 
〈事業報告書等〉 
「原子力公開資料広報 No.25（2008 年 5 月～8 月） 」 、原子力公開資料センター、2008 年
10 月 
「原子力発電所安全管理等国際研修事業報告書」 、 平成 19 年度、 （独） 原子力安全基盤機構、
2008 年 6 月  163
「国際原子力発電安全協力推進事業報告書」 、 平成 19 年度、 （独） 原子力安全基盤機構、 2008
年 6 月 
International Activities Bulletin (April 2007-March 2008), Office of International 
Programs, Japan Nuclear Energy Safety Organization (JNES), May 2008. 
「近隣アジア諸国における原子力安全確保水準調査」 、平成 19 年度、 （独）日本原子力研究
開発機構、2008 年 3 月 
「近隣アジア諸国における原子力安全調査事業成果報告書」 、平成 19 年度、 （財）原子力安
全研究協会、2008 年 3 月 
「国際原子力技術者招聘事業」 、平成 19 年度、 （財）原子力安全研究協会、2008 年 3 月 
「国際原子力技術者派遣事業」 、平成 19 年度、 （財）原子力安全研究協会、2008 年 3 月 
「原子力安全研究ロードマップ整備に関する報告書」 、平成 18 年度、 （独）原子力安全基盤
機構、2007 年 6 月 
「近隣アジア諸国における原子力安全調査事業成果報告書」 、平成 18 年度、 （財）日本原子
力産業協会、2007 年 3 月 
「国際原子力安全技術研修事業報告書」 、平成 18 年度、 （独）日本原子力研究開発機構原子
力研修センター、2007 年 3 月 
「国際原子力安全交流派遣事業」 、平成 18 年度、 （財）原子力安全研究協会、2007 年 3 月 
「国際原子力安全セミナー事業報告書」 、平成 18 年度、放射線利用振興協会国際原子力技
術協力センター、2007 年 3 月 
「近隣アジア諸国における原子力安全調査事業成果報告書」 、平成 17 年度、日本原子力産
業会議、2006 年 3 月 